
多　　久　　市

第９次多久市行政改革大綱実施計画

進捗状況一覧表

計画期間　平成２７年度から令和元年度まで

令和2年8月



１． 進捗状況判定集計表（全体） ・・・・・・・・・・・・・ １

２． 進捗状況判定集計表（重点課題別） ・・・・・・・・・・・・・ ２

３． 財政効果額集計表 ・・・・・・・・・・・・・ ４

４． 進捗の状況

（１） 効果的・効率的な組織機構の構築 ・・・・・・・・・・・・・ ５

（２） 人材の育成 ・・・・・・・・・・・・・ １２

（３） 公共施設の適切な管理運営 ・・・・・・・・・・・・・ １４

（４） 地域団体・市民活動団体への支援 ・・・・・・・・・・・・・ １６

（５） 情報公開・広報広聴の推進 ・・・・・・・・・・・・・ １８

（６） 計画的な財産運営の推進 ・・・・・・・・・・・・・ ２０

（７） 安定的な財源の確保 ・・・・・・・・・・・・・ ２３

（８） 地方公営企業等の経営健全化 ・・・・・・・・・・・・・ ２７

目     次



１．進捗状況判定集計表（全体）

H27 H28 H29 H30 R1 割合（R1分） 割　合（H30分）

15 22 26 24 26 41.3% 38.1%

22 19 14 19 15 23.8% 30.2%

12 14 18 18 21 33.3% 28.6%

14 8 5 2 1 1.6% 3.2%

63 63 63 63 63 100.0% 100.0%

（参考）進捗状況の判定の基準

Ａ判定：指標・取り組み内容が達成された場合

Ｂ判定：目標達成に向けて順調に進捗している場合

Ｃ判定：取り組みに着手しているが、まだ取り組みが不十分の場合

Ｄ判定：取り組みに着手できていない場合

　第9次多久市行政改革大綱実施計画の令和元年度の進捗状況は、平成30年度から令和元年度にかけて判定が上昇した項目もありますが、Ａ判定（目標どおり）

及びＢ判定（概ね目標どおり）が合わせて41項目65.1%であり、平成30年度の43項目68.3%と比較すると取り組みが若干停滞している状況がうかがえます。

　今回、平成30年度から令和元年度にかけて判定が下降した項目が3項目（「16.時差出勤の検討」、「23.情報の提供能力の向上」及び「54.保育料徴収率向上の

取り組み」）あり、それらは、令和元年8月の豪雨災害による時間外勤務の増加、職員研修の中止及び教育・保育の無償化に起因しています。

　計画期間全体では、多くの項目で判定が年々上昇しており、Ｄ判定（未達成）の数が順調に減っていることからも、取り組みが進んでいることを表していま

す。

　今回、Ｃ判定及びＤ判定となった項目については、設定項目も含め課題点を整理し、次の行政改革で取り組んでいきます。

判定 内容

Ａ 目標どおり

Ｂ 概ね目標どおり

Ｃ 努力を要する（一部達成）

Ｄ その他（未達成）

計
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２．進捗状況判定集計表（重点課題別）

重点課題 H27 H28 H29 H30 R1 割合（R1分） 割合（H30分）

１　効果的・効率的な 4 6 9 7 7 33.3% 33.3%

　組織機構の構築 7 6 3 6 5 23.8% 28.6%

（21項目） 5 5 8 7 9 42.9% 33.3%

5 4 1 1 0 0.0% 4.8%

２　人材の育成 2 3 4 4 4 80.0% 80.0%

（5項目） 2 2 1 1 0 0.0% 20.0%

1 0 0 0 1 20.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

３　公共施設の適切な 1 2 2 2 2 50.0% 50.0%

　管理運営 2 1 1 1 1 25.0% 25.0%

（4項目） 0 0 1 1 1 25.0% 25.0%

1 1 0 0 0 0.0% 0.0%

４　地域団体・市民活動 3 3 2 2 2 33.3% 33.3%

　団体への支援 1 1 2 2 2 33.3% 33.3%

（6項目） 2 2 2 2 2 33.3% 33.3%

0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

５　情報公開・広報広聴 1 1 1 0 1 25.0% 0.0%

　の推進 0 2 1 3 3 75.0% 75.0%

（4項目） 1 0 1 1 0 0.0% 25.0%

2 1 1 0 0 0.0% 0.0%

判定 内容

Ａ 目標どおり

Ｂ 概ね目標どおり

Ｃ 努力を要する（一部達成）

Ｄ その他（未達成）

Ａ 目標どおり

Ｂ 概ね目標どおり

Ｃ 努力を要する（一部達成）

Ｄ その他（未達成）

Ａ 目標どおり

Ｂ 概ね目標どおり

Ｃ 努力を要する（一部達成）

Ｄ その他（未達成）

Ａ 目標どおり

Ｂ 概ね目標どおり

Ｃ 努力を要する（一部達成）

Ｄ その他（未達成）

Ａ 目標どおり

Ｂ 概ね目標どおり

Ｃ 努力を要する（一部達成）

Ｄ その他（未達成）



２．進捗状況判定集計表（重点課題別）

重点課題 H27 H28 H29 H30 R1 割合（R1分） 割合（H30分）判定 内容

６　計画的な財政運営の 0 2 2 2 3 30.0% 20.0%

　推進 5 3 3 4 3 30.0% 40.0%

（10項目） 2 4 3 3 3 30.0% 30.0%

3 1 2 1 1 10.0% 10.0%

７　安定的な財源の確保 2 3 4 5 5 55.6% 55.6%

（9項目） 5 4 3 2 1 11.1% 22.2%

0 1 1 2 3 33.3% 22.2%

2 1 1 0 0 0.0% 0.0%

８　地方公営企業等の 2 2 2 2 2 50.0% 50.0%

　経営健全化 0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

（4項目） 1 2 2 2 2 50.0% 50.0%

1 0 0 0 0 0.0% 0.0%

63 63 63 63 63

Ａ 目標どおり

Ｂ 概ね目標どおり

Ｃ 努力を要する（一部達成）

Ｄ その他（未達成）

Ａ 目標どおり

Ｂ 概ね目標どおり

Ｃ 努力を要する（一部達成）

Ｄ その他（未達成）

Ａ 目標どおり

計

Ｂ 概ね目標どおり

Ｃ 努力を要する（一部達成）

Ｄ その他（未達成）

3



4

３．第９次多久市行政改革大綱実施計画　財政効果額一覧
（単位：千円）

番号 　取り組み事項 H27 H28 H29 H30 R1 合計

16 時差出勤の検討 計画額 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 6,000

効果額 600 △ 600 3,000 1,800 △ 11,000 △ 6,200

49 省エネルギー化の推進 計画額 － 6,000 6,000 6,000 6,000 24,000

効果額 1,019 3,113 1,231 1,458 2,727 9,548

52 税の徴収率の向上 計画額 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 30,000

効果額 4,698 5,909 8,252 11,796 8,107 38,762

56 市有財産の有効活用 計画額 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 15,000

効果額 0 0 0 2,742 511 3,253

57 広告事業等の充実 計画額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

効果額 1,235 1,124 1,181 1,123 1,092 5,755

合計 計画額 11,200 17,200 17,200 17,200 17,200 80,000

効果額 7,552 9,546 13,664 18,919 1,437 51,118

　令和元年度は、5項目中3項目において、効果額が計画額を下回っています。

　「16.時差出勤の検討」では、令和元年8月の豪雨災害により一人当たりの時間外勤務が増えたことが要因です。しかしながら、豪雨災害への対応分を除くと、時間外勤務

実績が6.4時間、実績数値としては2800千円となっており、効果が出ています。

　「49.省エネルギー化の推進」においては、年々電気使用量の削減が進んでいるものの目標には達していない状況です。

　「56.市有財産の有効活用」は、令和元年度は遊休地の売却はなく、貸付のみのため効果額が下がっています。

　「52.税の徴収率の向上」および「57.広告事業等の充実」では効果額が計画額を上回っています。



４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 実施 → → →

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

検討 → 実施 → →

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

検討 実施 → → →

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

1 組織機構の見直し

地方分権、多様化する市民
ニーズに的確に対応した、
組織機構への見直しを実
施。

・組織・部門の検討及び見直
しを行う。

・事務事業の効率的な推進
・市民サービスの向上

　平成28年度に組織機構見直し協議を行
い、平成29年度に組織の見直しを行った。
　令和元年度に新公立病院整備、国民ス
ポーツ大会開催、水道事業の広域化に伴う
組織改編協議、条例改正を行った。
　今後も効率的な組織運営に向けた組織機
構の見直しに努める。

3 嘱託員制度の検討

嘱託員制度は、まちづくり
の活性化と市民参画のまち
づくり体制推進等と合わせ
て検討する。

・嘱託員の配置について検討
する。

・嘱託員制度の効率化
・行政運営の充実

　4月の各町嘱託員会において、小規模行政
区の嘱託員の統合等の説明を行い、行政区
での検討をお願いした。

2
庁内プロジェクト
チーム・WGの活用

特定の政策課題について横
断的に検討行う制度の活
用。

・横断的なプロジェクトチー
ム・ＷＧを活用する。

・専門的かつ横断的な検討
・効果的な事業の選択
・諸課題への迅速な対応

　広域クリーンセンター建設推進プロジェ
クトチーム会議を実施した。

4
職員提案制度の充
実

事務効率化や政策などの提
案制度の見直しを行う。

・職員又は係で一提案を目指
す。

・業務改善の視点の意識化
・幅広い行政知識の習得

　平成28年度より職員提案制度の内容を見
直し、「業務改善報告制度」、「政策・事
業・アイディア提案制度」としている。職
員への業務改善の視点の意識向上を図る。
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４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 → 実施 → →

Ｄ Ｄ Ｃ Ｂ Ａ

実施 → → → →

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

5
総合行政窓口の検
討

組織機構や事務所の配置、
また業務システムの効率化
と合わせた、総合窓口のあ
り方を検討。

・総合窓口のあり方について
検討会議を開催する。

・市民の利便性の向上

　平成28年4月より上・下水道使用料システ
ムへ料金体系を変更し、収納窓口を水道課
へ一本化した事から、市民の利便性向上の
一部達成を図っている。
　平成29年度は窓口やサインの改善にかか
る協議を6回、庁舎視察を2回行い、ワンフ
ロアストップ方式としての仕組みを検討し
た。
　平成30年度は窓口やサイン改善にかかる
協議を11回、サイン改修と窓口カウンター
の備品購入の契約を行い、令和元年度に工
事完了。
　令和2年4月より、下水道使用料収納窓口
は佐賀西部広域水道企業団で一本化し、市
民の利便性向上については継続して行く。

7
地域公共交通の充
実

地域公共交通運行状況の検
証と見直し、再編に引き続
き取り組む。

・事業評価の実施及び必要な
運行見直しの検討

・地域の活性化
・生活利便性の向上

 令和元年度は、ふれあいバスの停留所の新
設及び移設を実施。
（令和元年度ふれあいバス、タクシー実績
延べ人数32,084名）

6 監査機能の充実
監査等の内容の公表を検討
する。

・監査等の種類別に公表する ・行政運営の透明化
　平成28年度から定期監査と財政援助団体
の監査結果及び措置状況、決算審査意見書
等についても公表している。



４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

検討 → → → 実施

Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ

検討 → 実施 → →

Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

9
情報システムの再
構築と品質管理

効果的な情報システムの運
営管理を行う。

情報システムの共同利用によ
るクラウド化を検討する。

・事務の効率化
・運用保守費用の削減

　県ＩＣＴ推進機構幹事会において自治体
クラウド分科会を設置し、情報システムの
クラウド化、共同化について議論を進めて
いくことになった。自治体クラウド分科会
では、各団体の状況確認及び意見交換を行
い、今後の目標設定や取組方針についての
協議を行った。

8
外郭団体の自立的
運営基盤強化

外郭団体における自主的・
自立的な経営基盤の確立

外郭団体ごとに適正、効率的
な運営ができるよう指導を行
う。

・外郭団体の自主的、自立的
運営の促進
・市の財政負担の削減

　孔子の里については、営利目的である図
書販売事業について、インターネットを活
用し、販路拡大に向け継続した取り組みを
行っている。
　体育協会については、施設貸出しの指定
管理業務について、委託協議を継続中であ
る。利用料金の収受業務を含めて、費用対
効果を考慮し、使用料の見直しの検討も行
い、体育協会の自主財源確保に向けた協議
を行っていきたい。（教育振興）
　観光協会については、自主財源となる売
店の売り上げやインターネットショッピン
グサイト運営、体験型観光（タビカ）の運
営で収益を上げている。しかし、自走でき
る仕組みにはつながっていない（商工観光
課）

10
タブレット端末に
よるＩＣＴの活用

資料のペーパーレス化や事
務の効率化を図るため、会
議等におけるＩＣＴのさら
なる活用を検討する。

・ＩＣＴを活用した会議を実
施する。
・業務へのタブレット端末機
の活用

・事務の効率化
・効果的な会議の進行

　ペーパレス会議システム導入及びタブ
レット端末の活用にむけた具体的な検討案
を示すことが出来なかった。
　新型コロナウイルス感染拡大防止対策と
して、Ｗｅｂ会議の実施、業務継続のため
の職員テレワーク等、ＩＣＴ活用の検討が
必要である。
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４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

検討 実施 → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

検討 → → → 実施

Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ

検討 → 実施 → →

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

11
職員セキュリティ
対策向上

情報セキュリティの研修や
内部監査を計画的に実施
し、情報セキュリティポリ
シーの遵守と特定個人情報
の適正管理に務める。

・研修や内部監査を計画的に
実施。
・情報セキュリティポリシー
の遵守と特定個人情報の適正
管理。

・信頼性の向上
・セキュリティの向上

・情報セキュリティ内部監査実施計画に基
づきセキュリティ内部監査を実施した。
・職員の情報セキュリテイ意識向上に向け
た情報セキュリティ研修を実施した。

13
地図情報システム
（ＧＩＳ）の検討

地図情報を業務に活用する
ＧＩＳ導入の検討を行う。

統合型ＧＩＳの最新動向を調
査し導入運用に係る課題やコ
ストなどを整理し導入に向け
た検討を行う。

・事務の効率化
・歳出の削減
・住民の利便性向上

　平成29年度に災害時における情報の伝達
や集約を効率化するため、Ｇ空間情報を活
用した地域防災情報システムの導入した。
令和元年度では具体的な検討は出来ていな
い。
　統合ＧＩＳの導入については、最新動向
の調査と導入・運用に係る課題、事務作業
量、コストなど細かく検討することが必要
であり、全庁的な取り組み体制が必要。

12
情報セキュリティ
システム整備

マイナンバー制度に伴う新
たな自治体情報セキュリ
ティ対策の抜本的強化を図
る。

国が示す自治体情報セキュリ
ティ強靭化の方針に基づきシ
ステム構成を見直す。

・信頼性の向上
・セキュリティの向上

　国が示す自治体情報セキュリティ強靭化
の方針に基づき、情報セキュリティ強化対
策事業を実施し、多久市セキュリティポリ
シーに基づき厳格に運用している。

14
業務プロセスの見
直しによる事務の
効率化

業務プロセスの見直しを行
い事務効率化と市民サービ
スの向上を図る。

事務手順の見直しと業務シス
テムの改善・機能強化、業務
のアウトソーシング等の検討
を行う。

・利便性の向上
・事務の効率化

　短期的に実施できる改善業務と再検討を
行いながら長期的に進めていく必要がある
改善業務の振り分けを実施し、短期的にで
きるものから取り組む予定であったが、具
体的な実施には至っていない。
　今後は、改善業務の振り分けを再精査
し、出来るものから取り組む必要がある。



４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

検討 → 実施 → →

Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ｃ

15
市議会の活性化の
促進

市議会の改革、活性化を支
援する。

・先進的事例等の研究や議員
提案への助言を行う。

・市政に対する住民意向の反
映
・行政の公正、円滑な運営

・産業厚生委員会より、給食費の保護者負
担軽減に関する申入れを行い、閉会中継続
審査事件として調査・検討してきた新公立
病院整備に係る質問書を執行部へ提出し
た。
・平成30年度に引き続き子ども議会を開
催、加えて議会の仕組みと役割を知っても
らうため、子ども議会開催前に市内の義務
教育学校6年生に対して出前授業を開催。
（5年間の総括）
・議員定数や決算審査の見直し、常任委員
会での閉会中継続審査事件の審査を行うな
ど議会改革への取り組みを行った。
・議会報告会については、参加者の意見や
アンケートの内容などを精査して毎年内容
の見直しを行い、参加者を増やす努力を重
ねた。
・議会の仕組みや役割を知ってもらい議会
への関心を高めるため、市内の義務教育学
校6年生を対象に出前授業、子ども議会を開
催した。

16 時差出勤の検討

年間総労働時間の縮減と職
員のワーク・ライフバラン
スの調和のために、フレッ
クス勤務について検討・導
入を行う。

・フレックス勤務の検討を行
う。

・勤務時間の削減による労働
環境の向上
・仕事と生活の調和が図れる
・時間外手当等の抑制

　令和元年度は、8月の豪雨災害復旧事業等
により時間外勤務実績が増となったが、豪
雨災害への対応分を除くと、ゆう活勤務の
取り組みやノー残業デーなどの取り組みが
時間外勤務の抑制に繋がった。
　（一人当たりの時間外勤務実績）
　　平成２７年度　７．８時間
　　平成２８年度　８．０時間
　　平成２９年度　６．８時間
    平成３０年度　６．８時間
　　令和元年度　　８．４時間
　　（災害分除く：６．４時間）

9



10

４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 実施 → → →

Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ

実施 → → → →

Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

検討 → 実施 → →

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

17
事務事業評価シス
テムの見直し

総合計画みんなで目指そう
値（ね）達成の取組みと連
動した事務事業評価のあり
方を検討。

・総合計画の進捗管理とあわ
せた事務事業評価のあり方を
検討する。

・効果的な事業推進
・説明責任の充実

　第5次多久市総合計画策定業務を開始し、
策定支援業者と事務事業評価の連動につい
て協議を行った。

19
マイナンバー活用
の促進

社会保障・税番号制度の円
滑な導入と制度の効果的な
活用を図る。

・マイナンバー制度導入スケ
ジュールに沿って準備を的確
に行う。
・個人番号カードを活用した
新たな市民サービス導入を図
る。

・市民の利便性の向上
・行政の効率化
・公平公正な行政の実施

　個人番号カードを利用した、証明書のコ
ンビニ交付システム導入及び子育てワンス
トップサービスにかかる電子申請導入につ
いての検討・協議を行ったが、システム導
入等の実施には至らなかった。
　令和２年度以降に始まるマイナンバー
カードの健康保険証利用、マイナポイント
事業などマイナンバーカードの新たな活用
が予定されているため、その広報とカード
の交付率向上を目指しサポートコーナー設
置等の準備を行った。

18 定員管理の適正化
再任用職員を含めて、業務
量に応じた適正な人員管理
を行う。

・職員適正化計画の策定
・再任用職員の定員管理

・職員適正化計画の策定
・再任用職員の定員管理

　退職者及び再任用希望者の把握に努め、
適正な職員定数の管理を行い、ほぼ計画ど
おりに進めている。



４．進捗の状況

（1） 効果的・効率的な組織機構の構築

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

検討 → → → 実施

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

21 都市計画の見直し

都市計画区域、用途区域、
都市計画道路の見直しを行
い、情報等のデータ化を図
る。

・事業利活用や申請手続き等
費用対効果を勘案し、情報等
のデータ化を検討する。

・利便性の向上
・業務の効率化
・事務の簡素化

　令和元年度は、情報等のデータ化につい
ては実施できなかったが、中央公園及びそ
の周辺地区の用途区域について、区域の実
情に応じた用途への変更を行った。
　今後も、都市計画区域、用途区域等の見
直しについては、必要に応じて検討して行
く。

20
時間外勤務の縮減
と休暇の計画的取
得

年間総労働時間の縮減と職
員のワーク・ライフバラン
スの調和のための取り組み
を行う。

・ノー残業デイの周知徹底
・計画的休暇の取り組みの促
進

・勤務時間の削減による労働
環境の向上
・仕事と生活の調和が図れる
・時間外手当等の抑制

　昨年に引き続き、計画年休・ノー残業
デーの取り組みを行った。令和元年度の年
次有給休暇の一人当たりの取得率は、災害
対応業務等により、前年度から低下し25％
に留まった。

11



12

４．進捗の状況

（2） 人材の育成

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 実施 → → →

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

実施 → → → →

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

　昨年と同様に優秀な人材確保のため、
「一般教養試験」から「エントリーシー
ト」と「基礎能力・事務能力試験」へ採用
方法を変更し、人物重視の採用を行った。
　また、追加募集を行い、より優秀な人材
の確保に努めた。

23
情報の提供能力の
向上

ホームページや広報全般に
渡る研修会を開催し、広報
力向上を図る。

・効果的な広報研修を開催す
る。

・適切で効果的な情報提供

　職員向けのホームページ研修会及び広報
研修を８月末に予定していたが、大雨災害
対応のため中止した。１月には広報主任
（係長クラス）を対象に広報主任研修会を
実施し、広報に対する意識向上と広報力強
化に努めた。

24 優秀な人材の確保
優秀な人材を確保するため
に、採用試験の方法や広報
等を増やしていく。

・特別枠や任期付の職員採用
制度を検討する。

・専門的な知識や優れた識
見、培われた経験、外部委託
による行政事務の高度化、効
率化

　人事評価制度を年間を通して実施した。
またその結果により次年度の人材育成重点
目標を設定し、研修計画に反映した。

22
多久市人材育成サ
イクルの確立

人材育成のＰＤＣＡサイク
ルを循環させるために、人
事評価制度を自己分析ツー
ルとして活用し、職員の人
材育成を図る。

・「人材育成型」の制度とな
る、多久市人材育成基本方
針、勤務評定制度を見直しを
検討する。

・職員の能力開発、指導育成
・公平な昇任選考の実施



４．進捗の状況

（2） 人材の育成

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　自治大学校３名をはじめの業務能力向上
研修に積極的に派遣した。
　また、文部科学省に加え令和元年度から
九州厚生局に職員を派遣し、人材育成と人
事交流に取り組んだ。

25 意識姿勢の向上
職員倫理や社会人としての
マナー、やる気などの意識
姿勢領域の向上に努める。

・倫理意識向上の取り組みを
実施する。
・効果的、充実した研修会を
開催する。

・職員の倫理意識の向上
・接遇マナーの向上
・職員資質の向上
・市民の信頼確保

　研修派遣に積極的に取り組んだが、令和
元年8月の豪雨による災害復旧事業等のた
め、市町村振興協会主催の参加人数は延べ
112人昨年と比べ21人の減となった。新規採
用職員については、昨年同様、自衛隊への
入隊研修も行った。
　平成２７年度   99人
　平成２８年度　163人
　平成２９年度　149人
  平成３０年度　133人
　令和元年度　　112人

26 能力の向上

業務改善、政策形成などの
能力領域の向上に努める。
また、事務引継書の効果的
な活用と改善に取り組むな
ど業務能力向上に努める

・研修を効果的、充実したも
のや、応募方式の拡充を実施
する。
・セルフプランニング研修、
研究会の立上げ、運営を支援
する。
・業務引継書、定型事務マ
ニュアルの作成

・政策形成能力と説明責任能
力の向上
・資質の向上
・効率的な行政事務の遂行

13
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４．進捗の状況

（3）公共施設の適切な管理運営

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 実施 → → →

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

29
跡地・跡施設の活
用と地域の活性化

地域の活性化を図るため、
跡地・跡施設の有効活用を
協議検討する。

・地域住民と一体となり、跡
地・跡施設の有効活用へ向け
た協議を実施する。

・施設の有効活用
・地域の活性化

・旧西部小については解体し、多目的グラ
ンドを整備した。
・旧北部小については改修し、多久市児童
センターを開所した。
・旧ゆうらくについては、平成29年度から
施設改修工事を実施し、平成30年7月に天山
多久温泉TAQUAとして運営開始。
【総括】
取組計画（目標）のとおり実施した。

 令和2年度に「市立図書館」を指定。現在
「24施設」を指定している。
　令和2年度末に現指定施設が期間満了を迎
えるにあたり、効果検証、更新及び他施設
の指定管理導入可能性の検討を進める。

27
公共施設等総合管
理計画策定と運用

公共施設等総合管理計画を
平成２８年度に策定し、施
設等の長寿命化の運用を図
る。

・公共施設等総合管理計画を
策定し、計画的に実施する。

・市民サービスの向上
・経常経費の削減
・利用者の満足度向上
・施設の有効利用

　平成29年3月に公共施設等総合管理計画を
策定。
　平成29年度は「個別施設計画」策定に向
け、対応方法及びスケジュールを検討し、
平成30年度当初予算に必要経費を計上。
　平成30年度から令和元年度にかけて順
次、主要施設の「劣化診断」を実施した
他、令和元年度に第5次総合計画住民アン
ケートに併せて住民意見の聴取を行った。
引き続き、令和2年度にかけて「個別施設計
画」策定から総合管理計画更新に努める。

28
指定管理者制度の
推進

指定管理者制度導入施設の
効果検証の実施。また、施
設の廃止、休止、民営化、
統合も含めて、選定方法を
検討し、導入施設を推進す
る。

・導入施設の効果検証
・市民サービスの向上
・経常経費の削減
・利用者の満足度向上
・施設の有効利用



４．進捗の状況

（3）公共施設の適切な管理運営

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 → → 実施 →

Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ

　平成29年度は、庁内の文書の保管・整理
を行うため、書庫の整理を行い、職員の公
文書管理の意義を高めることを図った。併
せて、司書職員と学芸員職員により書庫文
書の確認を行い、貴重な文書の保存に努め
た。
　平成30年度は、福岡県で開催された公文
書館の文書の取り組み事例を学び、今後の
管理方針検討の参考とした。
　令和元年度は、適正な公文書の管理を学
ぶため、太宰府市と南島原市の先進地を視
察した。また災害等に備え、重要文書の管
理場所の確認を行った。

30
公文書管理の見直
し

公文書の管理の方法、手続
等を見直し、情報の適切な
保存や公開を図る。

・公文書の管理体制、保管場
所等の検討を行う。

・公文書の適切な管理

15
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４．進捗の状況

（4） 地域団体・市民活動団体への支援

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

実施 → → → →

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

実施 → → → →

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

実施 → → → →

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　協力隊員、集落支援員活動の支援を行
い、地域活動拠点、地域活性化組織の強化
に取り組んだ。
　また自発の地域創生プロジェクトの取り
組みで、佐賀県さが創生推進課と共に納所
地区への支援を行った。

33
ＣＳＯの支援・活
動促進とネット
ワークの構築

市民活動団体のデータベー
ス化に取り組み、それぞれ
の活動内容などを情報発信
する。
各団体間のネットワーク体
制の構築に向けた検討を行
う。

・団体のデータ化及び団体間
でのネットワーク化を実施

・ＣＳＯ活動の活性化
・各種団体の連携や相互作用
によるＣＳＯの活性化

　平成28年8月に市内活動団体の基礎調査を
行い、その結果を基に「市民活動団体・
サークル名簿」を作成し、市のホームペー
ジで公表（平成29年2月）、市内地区公民館
へ配置を行った。

34
市民活動、地域活
動拠点の育成と推
進

協力隊員、集落支援員活動
の支援を行い、地域活動拠
点、地域活性化組織の強化
を図り、地域自らが課題解
決を行うことができ、地域
の活性化が推進される支援
のあり方を検討する。

・地域、団体との定期的情報
交換会の実施

・まちづくり活動の活性化
・協働のまちづくり体制の推
進

　各種委員会・協議会等について、改選時
期にあわせて積極的に公募による委員選出
を検討するように関係課に促している。

31
各種女性委員の積
極的登用

男女共同参画計画に基づ
き、各種委員の女性構成比
の向上を図る。

・委員の女性構成比
平成27年度末　34.8％
　　↓
平成31年度末　38.7％

・幅広い意見の聴取
　各種委員会・協議会の改選期にあわせ
て、積極的に女性の委員選出を検討するよ
うに促した。

32
市民参画機会の促
進

委員構成に公募委員を設置
している審議会数及び公募
委員数の増加を推進する

・公募委員を設置している審
議会数
平成27年度末　4
　　　↓
平成31年度末　9

・各種分野に精通した委員の
選出
・幅広い意見の聴取
・市民参画意識の向上



４．進捗の状況

（4） 地域団体・市民活動団体への支援

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　観光振興協議会の各部会等の会議を6回開
催した。（イベント部会1回、名物料理土産
品部会1回、観光地部会1回、部会長事務局
会議1回、協議会全体会議1回、総会１
回）。
　各部会のイベントや事業として、「JR
ウォーキング」やちゃりんこまつりを実
施。
　また日本遺産認定に向けた会議2回、観光
協会・孔子の里検討委員会2回開催。

【総括】観光振興協議会を中心として、各
部会の活動により、多久市の観光振興に大
きく前進することができた。名物料理土産
品部会は、孔子みそを多久ブランドとして
構築し、孔子みそ料理学生選手権を4回（毎
年）開催することができた。観光地部会
は、龍孫の郷散歩道の整備により観光資源
としての活用ができた。イベント部会は、
広域での連携によるイベント等により多久
市を県内外にPRすることができた。

35
自主防災組織の活
動支援

自主防災組織への活動支援
を行なうことで、組織が主
体的に訓練等に取り組む体
制を構築する。

防災マップ作りや避難訓練な
どを実施

・市民の防災意識の向上
・まち（地域）づくりの活性
化

　令和元年度は、西多久町自主防災組織を
対象に防災訓練（前後の協議を含め4回開
催）を実施するとともに、自由ヶ丘、宿、
砂原の各自主防災組織等で防災研修会を開
催した。

　5箇年間の総括：大雨等に伴う自然災害が
近年頻発することから、災害に強い地域づ
くりを目指すため、引き続き自主防災組織
への活動支援を通して、市民の防災力の向
上及び地域づくりの活性化を行う必要があ
る。

36
関係団体や組織と
連携した観光振興
の充実

観光振興協議会を中心と
し、関係団体や組織との連
携を図るため、情報発信や
有益な情報の共有に努め
る。

観光振興協議会３部会（観光
地部会、イベント部会、名物
料理土産品部会）により、関
係団体との連携強化を図る。

・効果的な情報提供
・地域、組織の活性化

17



18

４．進捗の状況

（5） 情報公開・広報広聴の推進

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

実施 → → → →

Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

実施 → → → →

Ｄ Ｂ Ｄ Ｂ Ｂ

39
情報アンケートの
実施

市民の意向を把握するアン
ケートの内容を検討する。

市報や行政放送・ホームペー
ジ等によるアンケート実施に
より住民ニーズや満足度を測
り、情報発信力の強化を図
る。

・市民ニーズや意見の把握
・市政に対する住民意向の反
映

　令和元年10月25日に「大雨災害」と「公
立病院の統合検討状況」を内容とした市政
報告会を開催した。その際来場者アンケー
トを実施し、115人から回答があった。「大
雨災害」については、早期の復旧と防災対
策の強化、「公立病院の統合検討状況」に
関しては、診療科の充実、建設予定地の防
災等多くの意見を得ることができた。ご意
見に対する市の考え方や回答はホームペー
ジで公開した。

　市政の意思決定過程における市民参加の
機会を提供するパブックコメントは、２件
実施した。
　市政提案箱や市長へのメール、問い合わ
せフォームに19件あり、関係課と連携し迅
速な回答を行った。
  また、10月25日に「大雨災害」と「公立
病院の統合検討状況」を内容とした市政報
告会を開催した。

37
情報公開の推進と
広報メディアの活
用

様々な情報媒体に応じた情
報の提供を行う。

プロモーションビデオなど動
画の活用により市の魅力を発
信し、多久市の認知度向上、
ブランド力向上を図る。

・情報提供の拡大とその内容
の充実
・透明性の確保
・市の事業のＰＲの促進

　市報は、「読まれる市報」づくりを目標
に、専門的なノウハウを取り入れるため取
材撮影や企画編集業務を民間委託で取り組
んだ。
　市ホームページは、平成31年4月のホーム
ページ管理システム（CMS）更新に伴いアク
セス数データの抽出仕様が変わり、平成30
年度までは、ホームページの閲覧総数
（ホームページ内の複数のページを閲覧し
た場合その合計数）で算出し、平成31年度
はホームページの閲覧を開始した数（同一
IPアドレスでホームページを閲覧した場合
１日１回でカウントする）で算出するよう
なったため、比較が困難な状況になってい
る。
　Facebookによる情報発信は66投稿、行政
放送では動画で市のニュースや取り組みな
どを発信。Youtubeの公式チャンネルにも74
件掲載し情報発信を進めた。

38 広聴活動の推進
広く市民等からの意見が聴
取できる仕組みを検討す
る。

市民が参加しやすく、発言し
やすいワークショップ形式な
ど開催方法を工夫する。

・市民ニーズや意見の把握
・市政に対する住民意向の反
映



４．進捗の状況

（5） 情報公開・広報広聴の推進

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 → → → 実施

Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ａ

　内閣官房が主催する「地方の官民データ
活用推進計画に関する委員会」に参画し、
市町村官民データ活用推進計画に係る検討
を行った。
　また、最初の取組として民間が運営して
いるオープンデータサイトの活用について
協議を行った。
　令和元年８月に多久市オープンデータ
ポータルサイトを公開し、市が保有する各
種データのうち、一般公開や二次利用が可
能な１４項目について公共データの提供
サービスを始めた。

40
オープンデータ化
への取り組み

情報のオープンデータ化を
検討し公開する。
多久市の行政データを提供
する

・統計情報、公共施設情報を
検討し公開する。
・二次利用可能なデータを提
供する。

・利用者の利便性向上
・事業者等のデータ活用によ
る経済活性化
・行政の信頼性・透明性確保

19
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４．進捗の状況

（6）計画的な財産運営の推進

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 → → → 実施

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

検討 実施 → → →

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ

実施 → → → →

Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ

　報酬・報償費の見直しについては、近
年、職員給与の大幅な改定は無いことか
ら、具体的な検討は行っていない。

43
負担金、補助金等
の見直し

補助金や負担金の効果を再
評価し、適正なあり方を検
討

・適正な補助金、負担金の見
直し

・歳出の削減
・補助効果の高い事業への移
行

　全庁統一の取り組みには至っていない
が、一部補助金については、適宜見直しを
行っている。

44
各種委員等の報
酬、報償費の見直
し

各種委員等の報酬、報償費
の適正な金額について検討
や見直しを行う。

・適正な報酬、報償費の見直
し

・報酬、報償費、委託料等の
適正化

　上・下水道使用料金体系への変更に伴う
収納率向上の効果は、継続して図られてい
る。
　今後は、収納事務を委託している佐賀西
部広域水道企業団と連携しながら、更なる
収納率の向上を図って行きたい。

41
下水道料金単価の
見直し

集合処理（公共下水道、農
業集落排水）の使用料金単
価を統一する。

・料金体系の見直し
・サービスの公平性の確保
・事務の効率化

　令和2年4月から、公共下水道使用料及び
農業集落排水施設使用料について、現行の
各々の使用料単価を統一単価となる新使用
料単価へ改正した。
　今後は、5年毎の使用料単価の見直しを予
定している。

42
上・下水道料金の
収納事務の統合

上・下水道使用料システム
の改修を行い、収納窓口を
水道課に一本化し、市民
サービスを向上させる。

・統合後の収納事務等を検証
し、効率的な体制を確立。

・徴収体制の効率化
・下水道料金徴収率の向上
・事務の簡素化



４．進捗の状況

（6）計画的な財産運営の推進

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

実施 → → → →

Ｄ Ｃ Ｄ Ｂ Ｂ

実施 → → → →

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

　適正な職務職階級の運用に努めた。
　管理職手当のあり方については引き続き
検討していく。

47
特別職等の給与の
適正化

特別職及び議員等の給与、
手当について、国や県によ
る水準に照らし、適正化を
図る。

・報酬等審議会による検討を
行う。

・報酬の適正化

　平成28年度は、市議会議会改革特別委員
会から、議員報酬の増額の答申があったこ
とから、特別職報酬等審議会で意見交換を
行った。
　平成30年度及び令和元年度に報酬等審議
会を開催し、現状の把握、次年度以降の検
討事項や課題等を確認した。

48
管理職手当・職務
職階級の運用の見
直し

職責に応じた管理職手当を
検討し、職務職階級の運用
の検討をおこなう。

・管理職手当・職務職階級の
運用の見直しを行う。

・職責意識の明確化

　佐賀県人事委員会の勧告を尊重し、適切
な給与改定を行った。

45
入札・契約制度の
充実

公共工事等に対する市民の
信頼確保及び建設業の健全
な発達を資するため、入札
の制度のさらなる適正化に
努める。

・条件付一般競争入札及び公
募型指名競争入札の制度の適
正化。

・透明性と公平性、公正性の
高い入札制度の確保
・地域産業の育成

・令和元年度の取り組み状況
　電子入札を、本庁142件、水道事業9件を
実施した。
・５年間の総括
　目標500件に対し614件の実績を達成でき
た。また、会場入札から電子入札に移行す
ることにより、1,130時間の入札事務所要時
間の縮減効果があった。

46 給与の適正化

人事院勧告・県人事委員会
勧告による給与の適正化に
努める。

・特殊勤務手当について、必
要性、特殊性について検討を
行う。

・給与の適正化、特殊勤務手
当の再検討による歳出削減

21
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４．進捗の状況

（6）計画的な財産運営の推進

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 実施 → → →

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

実施 → → → →

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　パソコン予約画面等により使用状況を定
期的に確認し、予約後未使用の場合は指導
を行い解除を行った。
　また使用状況や、使用に対しての注意喚
起を掲示板で行った。

49
省エネルギー化の
推進

庁内における省エネルギー
化の推進
ごみの減量とリサイクルの
推進

・多久市地球温暖化対策実行
計画（事務事業）によるＣＯ
２削減取組及びごみ減量化・
リサイクルの推進

・経費節減

　平成28年度の本庁空調設備の改修等で一
定の効果があがっているが、計画数値まで
は達していない。
電気使用量　　　　　　　　平成24年度比
平成27年度　4,472,845kwh　△86,270kwh
平成28年度　4,295,551kwh　△263,564kwh
平成29年度　4,454,876kwh　△104,239kwh
平成30年度　4,436,297kwh　△122,818kwh
令和元年度　4,329,373kwh　△229,742kwh

令和元年度電気量料金　11.87円/kwh
229,742Kwh×11.87円＝2,727,037円

50
庁用車の適正配置
と運用

庁用車の稼働状況を把握
し、適正配置に努める。

・庁用車の稼働状況の把握に
努める。

・業務の効率化



４．進捗の状況

（7）安定的な財源の確保

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 → → → 実施

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

実施 → → → →

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

52 税の徴収率の向上

納税に関して専門的な方法
の習得や関係団体との連携
を継続し、滞納処分の強化
を図る。

・専門的な徴収方法を習得。
・佐賀県滞納整理機構との連
携強化。

・徴収率向上による歳入の増
加
・税負担の公平性の確保

　徴収指導員雇用及び佐賀県滞納整理推進
機構との連携により、職員の知識向上と徴
収率向上の効果が出ている。
　差押及び交付要求件数　　　186件
　換価及び配当金額  　8,106,815円
　徴収率
（市民税、固定資産税、軽自動車税）
　　　H22 92.17％ H23 94.07％
　　　H24 94.23％ H25 94.44％
　　　H26 95.11％ H27 95.67％
　　　H28 95.94％ H29 96.37%
      H30 96.71%
　　　R1（決算前）96.74%

　令和元年度も口座振替、コンビニ収納に
ついて、市報・ちらし等で利用促進に努め
た。結果的に、令和元年度（現年分）は、
口座振替の使用割合は若干減少したもの
の、コンビニ収納（県民税を含む）は、使
用割合18.76％（前年比0.89％増）で
265,185,893円（収納割合前年比0.36％増）
の納税があった。
　また、市民の利便性拡大のため、新たな
納付手段としてのクレジットカードによる
収納やペイビー等については、今後、費用
対効果や導入自治体での利用状況等を参考
にしながら、検討していく。
　令和元年10月1日から地方税共通納税シス
テム（電子納税）の運用が開始され、法人
市民税および個人住民税（特別徴収分）で
納付が可能となっている。
　※ペイビー　納付書に印字してあるバー
コードを読み込み、登録した銀行口座から
納付ができるスマホ対応の決済システム

51
税、料金の納付手
段拡大の検討

口座振替による納付の推進
と、新たな納付手段を検討
する。

・インターネットバンキン
グ、クレジット収納、電子マ
ネー等による納付手段の拡大
を検討する。

・市民の利便性の向上

23
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４．進捗の状況

（7）安定的な財源の確保

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

実施 → → → →

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｃ

実施 → → → →

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

（取り組み状況）・学校と連携し、滞納が
長期化する前に収納義務者と連絡がとれる
ようにした。
・児童手当特別徴収により負担感を軽減
し、確実な収納につなげた。支援が必要な
家庭には、就学援助等を活用して未収を防
いだ。
・定期的な臨戸訪問を実施し、無理のない
収納計画で、収納率向上を図った。
（総括）現年度分は、児童手当の特別徴収
等制度を活用し、未納を未然に防ぎ、収納
率向上に努めた。また、過年度分について
は、弁護士等専門家を活用して収納に繋が
るよう検討を行う。

54
保育料徴収率向上
の取り組み

保育料納入指導事務の一部
を保育園に委託し、保育園
の協力を得ながら収納率の
向上を図る。
・定期的に電話による納付
依頼と毎年、強化月間等を
設けて滞納者への訪問を実
施する。
・滞納者については児童手
当を現金支給し面談を行い
納付を促す。

・児童手当を活用した納付依
頼の強化を行う。
・保育料納入指導事務の一部
を保育園に委託する。

・歳入の増加
・納入意識の向上
・園との情報交換の強化

　・保育料納入指導事務の一部を保育園に
委託し、保育園の協力を得ながら、収納率
の向上を図った。
　・毎月、未納者に電話による納付督促を
行い、必要に応じて訪問を実施した。
　・児童手当支給時に滞納者と面談し、児
童手当からの納付を促した。
　・令和元年度は、10月からの教育・保育
の無償化開始にあたり事務量が増えたこと
により、訪問等の機会が減ってしまったた
め、増えた事務の効率化と訪問等の機会増
加を図っていく。

55
給食費徴収率向上
に向けた取り組み

徴収強化に取り組む。

・学校と連携する。
・児童手当からの徴収を推進
する。
・臨戸訪問による徴収を行
う。

・公平性の確保
・学校給食の適正な運営

　個人に対する補助金制度において未納が
無いことを条件とする方針で運用してお
り、今後も新たな補助制度に制限を設ける
よう促していく。

53
滞納者に対する行
政サービス制限の
取組み

滞納者に対して一部の行政
サービスを制限することと
し、収納促進を図る。

・サービス制限の導入を継
続。

・公平性の確保
・納税意識の向上



４．進捗の状況

（7）安定的な財源の確保

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

58
ふるさと納税の充
実

ふるさと納税ポータルサイ
トの活用

・返礼品の還元率見直し、返
礼品の種類を増やす取り組み
を行う。

・市、地域産業（特産品）の
振興
・市のＰＲ
・歳入の増加

返礼品数は平成30年度から大幅増となっ
た。
・寄附件数　　 　54,438件
（平成30年度：8,912件）
・寄附額　　907,567,684円
（平成30年度：127,535,000円）

　市報多久広告とホームページに広告を掲
載した。
  市報広告　１枠8,000円×89枠+１枠4,000
円×1枠（716,000円）
　ホームページ広告（3社合計）1月5,000円
×延べ10か月（50,000円）
　広告封筒作成により封筒印刷経費を削減
できた。
　角2封筒　10.9円/枚×20,000枚（218,000
円）
　長3封筒　3.6円/枚×30,000枚（108,000
円）

56
市有財産の有効活
用

売却条件等をさらに見直し
て遊休地の売却を促進す
る。
一般貸付のほか、定期借地
権を利用した貸付け、提案
型の公募売却等の新たな制
度の導入も引続き検討す
る。

・平成31年度までに5箇所以
上の遊休地の売却、貸付けを
行う。

・売払収入、貸付料、固定資
産税等の歳入の増加
・管理費用の削減

3か所の遊休地を貸付けた。
※貸付は、駐車場等の長期間貸付を計上

57 広告事業等の充実
封筒等官民協働による印刷
物の作成や広報誌等の広告
掲載を継続する。

・市報、ホームページへの広
告掲載を継続するとともに、
新たな広告媒体への取り組み
を実施する。

・財源確保
・経費節減
・官民協働の推進
・市民生活に密着した情報の
提供

25



26

４．進捗の状況

（7）安定的な財源の確保

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

　平成29年度に社会体育施設（学校跡地）
の使用料を改定した。
　全庁統一的な検討会議の実施に至ってい
ない。

59
使用料、手数料の
見直し

受益者負担を基本に、使用
料、手数料の見直しを行う
とともに､新たな使用料や
目的外使用料による収入等
がないか検討する。

・使用料・手数料について、
受益に応じた見直しや検討を
実施する。

・受益者負担の原則による平
等性の確保



４．進捗の状況

（8） 地方公営企業等の経営健全化

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

実施 → → → →

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

実施 → → → →

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

62 経営統合の推進
「水道事業統合推進協議
会」で具体的な協議を関係
自治体で進める

・「水道事業統合推進協議
会」で事業方針を検討する。

・経営の健全化
・経費の削減

平成27年10月に設置された「佐賀西部広域
水道事業統合推進協議会」及び平成30年3月
28日に締結した「佐賀西部広域水道事業統
合に関する基本協定書」をもとに、事業統
合に向けて関係市町・企業団とこれまでの
調整・協議を実施し、令和元年度は調整・
協議をさらにすすめ、令和2年4月1日に3市3
町2企業団で事業統合を実施。

 明治佐賀浄水場及び四下浄水場について
は、太陽光発電設備設置事業として貸付
し、事業統合に伴う遊休地について2カ所
（南多久地区内・西多久地区内)を売却し、
施設については解体を実施。

60 定員管理の適正化

事務量を見極め、事務事業
の見直し及び委託化の推進
等により適正な人員配置を
検討する。

・職員数の適正化を図る。 ・計画的で適正な定員管理
 水道事業統合（令和2年度）まで現職員数
とし、適正管理に努めた。

61 資産の有効活用
遊休施設の売却・貸付を図
る。

・遊休水道施設について、売
却や貸付等の方針の検討を行
う。

・財源の確保
・管理費用の削減

27



28

４．進捗の状況

（8） 地方公営企業等の経営健全化

番号 取り組み事項 取り組みの方針 指標・取り組み内容 期待される効果 H27 H28 H29 H30 R1 進捗状況

検討 実施 → → →

Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

 平成28年度に策定した新病院改革プランに
基づき健全な病院経営に努めているが平成
30年度に引き続き全体の経常収支が赤字と
なった。
 要因としては、入院及び外来ともに患者数
が減少しており、また、常勤の医師につい
ても平成29年度から毎年1名減少しているこ
とから、医業収益が減少している。今後、
医師の確保及び経営の安定に努めていきた
い。
　また、小城市民病院との統合について
は、新公立病院整備課と連携し協議を進め
ていきたい。

63
新病院改革プラン
の策定と推進

病院事業のあり方や経営改
善をはじめ直面する課題を
解決する

・平成２８年度に新病院改革
プランを策定し、健全な病院
経営に努める。

・経営の健全化
・経費の削減
・市民の安心安全の確保
・地域の保健、医療水準の向
上


